
 
（様式－１）                                     資料３－ア 

栃木県公共事業事前評価・自己評価書［農政部 県営圃場整備事業］    １／２ 

事 業 概 要 調 書 

１ 事 業 名 県営圃場整備事業 下田原北部地区 

２ 事業箇所 宇都宮市 

３ 

事 

業 

の 

概 

要 

(1)事業目的 地域農業を支える生産環境を整えるための手段として、「農地の高度利用を可能とす

る基盤づくり」と併せ、「農地集積と担い手の確保・育成」を行うことにより、担い手

を中心とした持続可能な農業構造の確立を図る。 

(2)事業内容 【計画の基本スタンス】 

・水田は標準区画５０ａで整備し、農作業の効率を高める。 

・農道幅員５mとし、トラクターや軽トラックなどのすれ違いを可能にし、通作時間を

短縮させる。 

・用水路と排水路に分離し、水管理の改善を図る。 

・地区の「担い手」へ農地の利用集積を行う。 

・区画整理  ： １１２．５ｈａ（水田 １１１．６ｈａ、畑 ０．９ｈａ） 

・道 路 工 ： １５．１ｋｍ 

・水  路  工 ： ３８．４ｋｍ（用水路工 ２０．３ｋｍ、排水路工 １８．１ｋｍ） 

(3)事業期間 期  間 事  業  内  容 

平成２４年度 

平成２５年度 

   ↓ 

平成２９年度 

（６年間） 

現地測量、実施設計、換地計画 

工事実施 

  

事業完了予定 

 

(4)事業費 

及び内訳 
総事業費 １６．２億円  

事業費内訳 

工事費   ： １２．９億円 

測量試験費 ：  １．９億円 

補償費   ：  ０．６億円 

換地費   ：  ０．８億円 

財源内訳 国：５０％、県：３０％、市：１０％、地元：１０％ 

(5)事業発案

の経緯・

背景  

 当地区の農地は大部分が小区画・不整形で道路も狭く、大型機械の導入が困難な状況

であり、生産性の低い環境であることが農地集積の支障となっている。 

 このため、地元代表農家から圃場整備事業の要望が出されたことを契機に、「下田原

北部地区土地改良事業推進協議会」が設立され、圃場整備事業の計画や関係農家の合意

形成が進められてきた。 

４ 県計画への 

  位置づけ 
県農業振興計画「とちぎ農業成長プラン」の重点戦略「水田経営とちぎモデルの推進」

において、効率的で安定的な経営が主体となる水田農業の生産構造を確立する取組の一

つとして「担い手への農地利用集積と一体となった圃場整備」を推進することとしてい

る。  

５ 他計画・他事業

との関連 
宇都宮市農業振興地域整備計画において、当地区は圃場整備事業推進の重点地区とし

て位置づけられており、農作業の効率化や低コスト化を促進することとしている。 

所 管 部 課 名  農政部 農地整備課 

※ 別添図面・・・・・事業位置図（縮尺Ｓ＝１／25,000） 



 
（様式－２）                                     

栃木県公共事業事前評価・自己評価書［農政部 県営圃場整備事業］    ２／２ 

事 業 概 要 調 書 

事  業  名 県営圃場整備事業 下田原北部地区 

１ 事業の必要性 当地区の農地は、大部分が不整形な小区画水田であり、農道も狭いことから大型

機械の導入が困難な状況となっている。また、水路は用排兼用の土水路であること

から、用水量が不安定、水管理が難しい、排水の効きが悪い等の状況であり、作業

効率が悪いことから経営規模拡大の障害となっている。 

現在のままでは生産性が低いことから、農地集積が図れず、いずれ耕作放棄地が

増加し、地域農業の継続にも支障を来すおそれがあるため、本事業による生産基盤

の整備と農地集積が必要である。 

２ 事業の適時性 
推進協議会を中心に関係農家の合意形成を進めてきた結果、事業実施の機運が高

まり、関係者全員の合意が得られ、事業実施に向けた体制が整った。 

３ 事業の適地性   

         
 当地区は宇都宮市の農業振興地域整備計画における農業振興地域であり、将来に

わたり農業の振興を図ることが相当であると認められ、農業基盤の整備が必要であ

ると位置づけられた地域である。 

４ 事業手法の適切性 

 （県が事業主体となる理由等） 
当地区の受益面積は１１２．５ｈａと広範囲におよぶことから、土地改良法に基

づき、農家からの申請を受け、県が実施する。 

５ 事業により予想さ

れる効果及び影響 
【事業による効果】 

○総費用総便益比（Ｂ／Ｃ）＝１．４６  ≧１．０ 

 

 ・総便益(Ｂ)＝約２５．９億円 

※評価期間（工事期間＋４０年）において、供用後に発生する効果を現在の 

金銭に換算したもの。 

 

 ・総費用(Ｃ)＝約１７．７億円 

  ※総費用は、事業費に既存施設の資産価格、評価期間内に耐用年数が終了した 

一部施設の再整備費などを加えたもの。 

 

○担い手への農地集積 

 ・担い手の経営面積  現況 ５４ｈａ → 計画 ７３ｈａ 

（集積率   現況４６．３％ → 計画６４．８％） 

 

○作物の生産向上 

 ・不作付地の解消や水田裏作の拡大を図り、作物の作付面積を増加させる。 

 

【環境への配慮】 

○生き物調査や環境配慮検討会を開催し、保全対象種や生き物への影響を少なくす

るための配慮方針を検討してきた。 

○その結果、地区の一部において石積み水路や魚道落差工を設置し、魚類や水生植

物の生育環境を保全することとした。また、工事前に生き物の移動を行うことに

より、自然環境への負荷軽減に努める。 

６ 事業コスト縮減等 

の可能性 
 既存の農業用コンクリート水路で設置年数が浅く比較的状態が良いものがある

ため、布設替えによる再利用を行う。また、現場で発生する玉石を利用することで

コスト縮減を図る。 

 



下田原北部地区 位置図 S=1:25,000

受益面積：１１２．５ha

下田原北部




